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2014年の平均在院日数が全国平均以上にもかかわらず、

入院日数の減少率が全国平均以下の都道府県
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推定される原因

・精神科病床が多い

・地域に受け皿がない

・認知症に対する偏見
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地域医療構想の実現・入院日数の縮減

図表２ 認知症高齢者の入院日数（国際比較）

（備考）厚生労働省「医療施設調査・病院報告」、「病院報告（平成30年11月分）」、
「医師の働き方改革に関する検討会（2018年９月３日）資料」により作成。

図表１ 地域医療構想の進捗状況

（備考）財政制度等審議会資料（2018年10月９日）より抜粋。

⾼度急性期
急性期 回復期 慢性期 ⾮稼働

病床

2025年までに
増減すべき病床数 ▲21万 ＋22万 ▲７万 ▲７万

このうち具体的対応⽅針
が合意済の病床数 ▲1,989 ＋2,882 ▲457 ▲1,849

 地域医療構想の進捗が遅れている要因の検証と成果につながる追加的方策を諮問会議に報告すべき。
 諸外国と比べて高い水準にとどまる入院日数を縮小すべき。特に、その要因となる精神病床については、認知症の

患者等が地域で生活できるようにするための基盤整備への支援等を講じつつ、縮減していくべき。

図表３ 都道府県別の平均在院日数（2014～2018年：一般病床）

（備考）（株）メディヴァ「ファクトパック～在宅医療と地域包括ケア ファクトと提言～」より抜粋。

米国 英国 ドイツ フランス

5.4日 6.8日 10.2日 5.9日

＜主要国の平均在院日数（急性期）＞
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保険者名 使用割合

北海道礼文町（国民健康保険） 32.8%
高知県医師国民健康保険組合 36.4%
東京都御蔵島村（国民健康保険） 37.2%
天理よろづ相談所健康保険組合 45.1%
長野県平谷村（国民健康保険） 45.2%
青森県医師国民健康保険組合 47.0%
新潟県津南町（国民健康保険） 47.9%
徳島県医師国民健康保険組合 47.9%
北海道音威子府村（国民健康保険） 48.1%
新潟県粟島浦村（国民健康保険） 48.1%

使用割合下位10位までの保険者
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2020年度診療報酬改定、介護保険制度改革

図表４ 院内処方と院外処方の診療報酬上の評価（例）
～高血圧、糖尿病、不眠、胃炎（内服薬28日分）～

（備考）厚生労働省「平成30年度診療報酬改定説明会資料」を編集。

院内処方（診療所等） 院外処方（薬局）

調剤技術基本料 80円 調剤基本料 410円

後発医薬品調剤体制加算 180円

調剤料 90円 調剤料 2,400円

その他加算 20円 向精神薬等加算 80円

薬剤情報提供料 130円 薬剤服用歴管理指導料 380円

合計 320円 合計 3,450円
10 倍以上の差

 院内・院外の調剤報酬の内外価格差の効果を改めて検証し、正当性が疑われる場合、報酬を大胆に適正化すべき。
 「国民皆保険の持続性」と「イノベーションの推進」の両立の観点から、薬価制度の抜本改革を推進すべき。
 2020年９月までの後発医薬品使用割合80％の実現に向け 、インセンティブを強化すべき。
 ICT、AI等の活用による介護現場の生産性向上に向けて規制改革や行政手続の簡素化を推進すべき。

図表６ 保険者別の後発医薬品の使用割合（平成30年９月診療分）

図表５ 長期収載品に依存せず高い創薬力を持つ産業構造（イメージ）

時間

価格
×

数量

（備考）中央社会保険医療協議会薬価専門部会（2017年５月31日）資料を編集。

〇価格引上げを含めた費用対
効果評価の本格実施

〇新薬創出等促進加算制度の
抜本的見直し 等

〇長期収載品価格の引下げ
〇後発品の使用促進 等

図表７ 介護施設に関する主な人員基準（例）

施設 介護職員又は看護職員の基準
（常勤換算方式）

介護老人福祉施設（特養） 入所者数３名に対し１名以上

介護老人保健施設 入所者数３名に対し１名以上

特定施設入居者生活介護
（有料老人ホーム等）

入所者数３名に対し１名以上
（要支援の場合は10名に対し１名以上）
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次世代型行政サービス、保険者機能の強化

 全国保健医療ネットワークの本格稼働は次世代型行政サービスの推進にとって重要。課題と対応策を諮問会議で報告すべき。
 医療費適正化等に向けたインセンティブが損なわれることがないよう、改革工程表に沿って、国保の一人当たり法定

外繰入の早期解消を促していくべき。
 働き盛りの40～50歳台の特定健診・がん検診受診率の向上に向けて、総合的に取り組むべき。

（備考）図表10、11は経済・財政一体改革推進委員会・古井委員資料より抜粋。

図表11 年齢別・女性の乳がん罹患率
～40歳台に急上昇～

図表10 年齢別・総死亡に占める突然死の割合
～突然死のうち、心疾患が70％、脳血管疾患が16％～

図表９ 都道府県別・国保の一人当たり繰入額が多い市町村数
～財政力に応じて二つのパターン～

（備考）経済・財政一体改革推進委員会（2019年３月22日）内閣府資料を編集。一人当たり繰
入額が多い市町村とは全保険者のうち一人当たり繰入額が上位３割の市町村。

国保（男） 17％

国保（女） 22％

国保組合（女） 39％

協会けんぽ（女） 42％

＜40～44歳の特定健診受診率＞

乳がん検診受診率
44.9％（2016年）

図表８ 全国保健医療ネットワーク（イメージ）
～2020年度の本格稼働に向けて検討～

（備考）厚生労働省資料より抜粋。
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